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2014秋期闘争の推進にむけ北海道市町村課長交渉を実施
－賃金労働条件は労使協議のうえ、双方が納得して決定していくことを確認－
　自治労北海道本部は10月24日に提出した重点要求書の回答を受け、11月10日に北海道市町村課長交渉を実施した。

　冒頭、藤盛副執行委員長が2014年人事院勧告の内容に触れ「７年ぶりの給与・一時金プラス改定については連合春闘結果も要因となっているが、生活実感として改善には程遠い」と指摘するとともに総合的見直しについて遺憾の意を表明し、道市町村課の要求書に対する見解を求めた。
道市町村課は「要求事項については、基本的には、法令や国の通知等の趣旨を踏まえ、各自治体において判断し、対応すべきものだと考えるが、道としては、今後とも情報提供や必要に応じた助言を行って参りたいと考えている」と回答した。

詳細が不明確で不満な回答のため、櫛部賃金労働部長から、以下のとおり具体的に指摘を行った。
１．給与決定の基本的な考え方

　具体的な給与制度等はこれまでの各自治体の実態や運用の経過を踏まえて、労使で話し合って決定すべきという指摘に対して、道は「均衡の原則（地公法24条）に基づき生計費や国・他地方公共団体、民間給与等を考慮して定められるべきもの。決定の過程においては職員団体とよく協議をし、双方が納得して進めることが重要」との認識を示したため、道本部は労使交渉による各自治体の判断を尊重することを求めた。
２．2014給与改定に関わる課題について
　消費増税・物価上昇基調にあるため働くものの生活実態が厳しいことは変わりがない。また北海道のように給与カットを続けている自治体でも増額改定がされるべきであり、道としての助言を求めたのに対し、道は「給与勧告制度は労働基本権制約の代償措置として社会一般の情勢に適応した水準を確保されていることからも、給与決定にあたっては給与勧告や地公法に規定する給与決定の原則などを踏まえて各自治体で判断するもの」との認識を示した。道本部は、久々の給与改定に対し、職員は大きな期待を寄せている一方で、議会開会時期や差額支給事務等で様々課題も生じていることから適切な助言を行うよう要請した。
３．2015給与制度の総合的見直しに係る課題について

●総合的見直しについての基本認識

国においては単に配分変更となることなど、総合的見直しの問題点について指摘し、道としての認識を質したのに対し、道は「広域異動手当や単身赴任手当、さらには地域手当などの点で公務員給与水準の地域間格差が拡大する懸念があるもの」との地方六団体が表明した懸念と同様な認識を示した。

●2015年１月１日昇給１号俸抑制・現給保障について

2015年１月１日昇給の１号俸抑制は改善される各手当へ配分されるもので地公には必要がないこと、現給保障については国公においては３年間で対象者が10％・平均6000円程度となることから３年間とした人事院の説明から同一的な期限を設ける必要がないと指摘した。
●総合的見直しの公表形式について

　副大臣通知では総合的見直しの公表形式も明らかにするとしているが具体的な助言がされているのか質したのに対し、道は「給与情報等公表し捨身による情報開示を行うよう要請されており、公表様式については今後改正予定とされているが、総務省から具体的な情報は示されていない」と回答したため、動きがあった際には情報提供するよう求めた。

●総合的見直し導入の決定について
　総合的見直しは課題が山積するだけでなく、国公の制度を不当に地公に押し付けるもので、各自治体が労使間で十分に話し合いをして方向を決めるべき課題であると指摘したのに対し、道は「均衡の原則（地公法24条）に基づき生計費や国・他地方公共団体、民間給与等を考慮して定められるべきもの。決定の過程においては職員団体とよく協議をし、双方が納得して進めることが重要」との認識を示したため、自治体における決定を尊重するものと受け止めた。
４．寒冷地手当について

2014人勧による級地区分の変更と北海道人事委員会の見直しの資料を提供し、2014人勧の見直しは生活実感とはほど遠い級地区分となっていることを指摘し、国の制度の周知だけでなく、北海道人事委員会における取扱いなど、該当市町村に対して有益となる情報提供を要請したのに対し、道は「給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえ、判断すべきもの」とし、「市町村が自ら判断する上で必要となる様々な情報について、市町村の求めに応じて今後とも積極的に提供していきたい」と回答した。

さらにメッシュデータには36％程度の誤差があることについても指摘し、最終的に自治体で判断したことに対しては認めることを求めた。
５．ラスパイレス指数について

道本部は地域手当や広域異動手当などの国公のみに措置されている手当が含まれず算出されているが給料と同等の性質を有する手当であり、それを除外して比較して「本当に正確な国と地方の比較を行ったといえるのだろうか」と指摘した。それらの手当を含め比較するような見直しが行わなければ、地公ばかりが給与水準が高く示され、理不尽な攻撃を受けかねないため、比較方法の見直しについて、総務省などへ意見することを求めた。これに対し、道は「ラスパイレス指数は、国と地方の給与水準を比較する際の基本的な指標として、広く一般的に定着しているもの」との認識を示したうえで「その一方で、比較対象とする職員の範囲が対等でないことや、給料以外の諸手当が含まれていない等の課題を有していると考えており、ラスパイレス指数をはじめとする公務員給与のあり方については、「国と地方の協議の場」において協議がなされるよう、全国知事会とも連携しながら、国に求めていきたい」と回答した。
道本部はさらに、自治体の人事政策の事情によって指数を上昇させる要素を持った職員がたった１人いるだけで、２から３の指数が上下すること、比較方法の変更ができないならば、例えば、「国家公務員には地域手当や広域異動手当が1人平均でいくら措置されていて、この手当費目は給料と同様な性質を有している」という説明を加えるべきとし、道としての考えを質した。これに対し、道は「公表に当たっては、公務員給与の制度や趣旨などについて、住民に対する誤解を与えることのないよう、適正かつ、より分かりやすい公表方法などについて、今後、検討する余地があるもの」との認識を示したため、引き続きの議論と、国との均衡を常に求めるような施策の転換を強く申し入れた。

また、道内の市町村のラス指数の傾向と総務省との公表時期など示すよう求めたのに対し「現在、給与実態調査の内容確認及び精査を行っており、その状況等については申し上げられない。なお、総務省における今年度のラスパイレス指数の公表時期も、現時点で明らかになっていないが、事務レベルで総務省に確認したところでは、１月前後の公表を予定している模様」と回答したため早急に示すよう申し入れた。

６．地公法改正に係る諸課題について（人事評価制度、等級別職務基準表の条例義務化等）

　人事評価制度に関しては現時点で各自治体における取り組みの差が大きく、画一的な助言では対応不可能な状況にあることを指摘し、道市町村課で押さえている北海道内の市町村の導入状況について明らかにするよう求めた。道は「昨年度、総務省が実施した調査結果によると、札幌市を除く道内178市町村のうち、平成24年度において、従前の勤務評定の一環として人事評価を一部でも導入しているのは全体の32％に当たる57団体であり、このうち、国と同様に能力評価と業績評価をあわせて導入しているのは、全体の13％に当たる24団体となっている」と全道状況を示した。

道本部は各自治体の取り組みの程度に合わせた研修や適切な助言を要請したうえで「新たな人事評価制度に関しては、特に処遇への反映を意識するあまり、本来の目的を損なうような制度構築は避けるべきであり、職員のモチベーションや住民サービスへの向上が本来の目的である。自治体にとっては、より具体的なイメージを持ち、職員全体への周知と評価者となる管理職員への徹底した評価者訓練の実施、さらに、問題が生じた時には制度の改正を行うという姿勢で取り組むことを是非北海道からも市町村へ助言いただきたい」と要請し、道としての考えを求めた。道は「人事評価制度については、住民サービスの向上のためにも、職員の人材育成の面で大きな意義があるものと考えており、市町村にあっては、こうした視点に立って、職員への周知や評価者研修など、計画的に取り組んでいただくよう、道としても、市町村に対する情報提供や必要な助言に努めていきたい」と回答した。
　さらに、道本部は総務省研究会の中間報告に触れ道としても研究のうえ、市町村へ助言するよう求めた。また、等級別職務基準表の条例化や級別に職名ごとの公表に際しては、自治労道本部に対しても情報提供すること、各自治体の職務の格付けを引き下げを強要するような助言は行わないことを申し入れた。

７．労働安全衛生体制の確立に向けて

　道内の自治体の中には、安全・衛生委員会の未設置なところがあることを指摘し、この１年間の各自治体の進捗状況、具体的な成果を明らかにすること、メンタルヘルス等の相談体制の充実・公務災害の発生状況やその原因究明と対策についての考え方を求めた。道は「労働安全衛生法に基づく安全・衛生委員会の設置状況は、本年３月末現在の調査によると、293事業場のうち91.1％に当たる267カ所の事業場で設置され、昨年度と比較して0.3ポイントの増。法律等に基づき全事業場において、所要の委員会が設置されるよう、今後とも助言して参りたい」「市町村におけるメンタルヘルス対策への支援については、平成24年度において、各総合振興局・振興局に市町村の相談窓口を設置したこと」また、「道職員を対象とするメンタルヘルス研修の参加対象について、市町村職員も加えている」「昨年に引き続き、道と地方公務員安全推進協会との共催により、市町村等の職員を対象に、メンタルヘルス対策に関する実践的な講義を内容とした研修セミナーを本年10月29日に開催するなど、道としての支援を行っているところ」と回答した。

道本部は「メンタルヘルス対策は、労働側も使用者側も重要だという共通認識は確認できるはずだ。引き続き情報交換に努めていただきたい」と強く申し入れた。
　最後に藤盛副執行委員長が「賃金労働条件について労使協議し、双方納得の上で決定することは確認する。道の助言を自治体によっては違う受け止めをするケースもあるため、内部で徹底すること」と申し入れ、総合的見直しの課題・ラスパイレス指数の問題・安全衛生委員会の設置が必要な事業所数等、総括的に指摘し交渉を終了した。
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